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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　少なくとも１つのレンズ素子を備える撮像光学系であって、
入射光が透過する光学面と、
反射防止構造体とを備え、
前記反射防止構造体が、１つ以上の曲率を有する光学面において、該光学面の中心を含む
中心領域には設けられず、該中心領域の周辺に位置する周辺領域の少なくとも一部に設け
られており、
少なくとも前記光学面の前記中心領域の一部に、反射防止機能を有する反射防止多層膜が
形成されており、
前記周辺領域が、光学有効径内にあり、
前記反射防止構造体が、前記入射光中の、反射を防止すべき光の最短波長よりも小さいピ
ッチで、所定の形状を有する構造単位が周期的にアレイ状に配列された構造体であり、
前記周辺領域と前記中心領域との境界が、以下の条件（１）：
　ＲＤ×０．２０＜ＢＲ＜ＲＤ×０．７０　　・・・（１）
（ここで、
ＲＤ：光学面の曲率半径、
ＢＲ：光軸から周辺領域と中心領域との境界までの半径方向の距離
である）
を満足する、撮像光学系。
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【請求項２】
　多層膜と反射防止構造体とが、互いに部分的に重畳する、請求項１に記載の撮像光学系
。
【請求項３】
　反射防止構造体が、樹脂材料にて形成されている、請求項１に記載の撮像光学系。
【請求項４】
　反射防止構造体を有する光学面が、最物体側に位置するレンズ素子の物体側の光学面で
ある、請求項１に記載の撮像光学系。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、撮像光学系に関する。特に本発明は、光学面における反射率が抑制され、か
つ取り扱いが容易で量産性に優れ、例えばデジタルカメラ等の各種撮像装置に好適に使用
し得る撮像光学系に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、デジタルカメラの市場規模はますます拡大傾向にある。一般的に、デジタルカメ
ラの市場は、高倍率及び高解像度のカメラをターゲットとする市場と、コンパクトなカメ
ラをターゲットとする市場とに大別される。一方で、さらなる市場の拡大を狙い、広角タ
イプのカメラ等をターゲットとする新たな市場を開拓する動きが始まっている。
【０００３】
　高倍率用ズームレンズ系等の撮像光学系では、比較的コンパクトさを維持しつつ、高倍
率化を実現するために、強い負のパワーのメニスカスレンズ素子が用いられることがある
。この際、光学面の最大傾斜角が大きいレンズ素子が撮像光学系に含まれる場合がある。
【０００４】
　コンパクトカメラ用ズームレンズ系等の撮像光学系では、小型化を実現するために、レ
ンズ素子の肉厚を小さくし、光学面の曲率半径を小さくすることが必要となってきている
。この際にも、光学面の傾斜角が大きいレンズ素子を撮像光学系に組み込むことが必要な
場合がある。
【０００５】
　また、広角タイプの撮像光学系のうち、正のパワーのレンズ群が最物体側に配置される
タイプの撮像光学系では、レンズ系の最物体側面が物体側に向けて凸形状となっている。
特に、最物体側に位置するレンズ素子において、有効径付近の光学面の周辺領域は大きな
傾斜角を有している。
【０００６】
　一方、撮像光学系が備えるレンズ素子の光学面には、一般的に、反射防止のための多層
膜（以下、反射防止多層膜という）が形成されている。反射防止多層膜を光学面に形成す
ることによって、レンズ素子の光学面における反射率を低減させることができる。しかし
ながら、反射防止多層膜による反射率の低減機能は、入射角依存性を有しており、傾斜角
の緩い光学面の中心付近や、傾斜角の大きな光学面の周辺付近では、反射防止効果が変化
してしまう。このため、反射率の抑制が不充分な光学面の周辺付近において、反射光が発
生し、ゴースト、フレア等の画質劣化の要因となる問題がある。
【０００７】
　前記問題を解決するために、近年、微細周期構造を光学面上に形成し、反射防止機能を
付与する技術が開発されている（例えば、特開２００３－３２２７１１号公報及び特開２
００３－３２９８０６号公報）。特開２００３－３２２７１１号公報及び特開２００３－
３２９８０６号公報に開示の撮像光学系では、レンズ素子の、最大傾斜角が大きい光学面
全体に微細周期構造が形成されており、該光学面にて反射防止効果が発現される。
【特許文献１】特開２００３－３２２７１１号公報
【特許文献２】特開２００３－３２９８０６号公報



(3) JP 4803836 B2 2011.10.26

10

20

30

40

50

【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　しかしながら、特開２００３－３２２７１１号公報及び特開２００３－３２９８０６号
公報に開示の撮像光学系は、光学面全体に微細周期構造が形成されているレンズ素子を含
むため、組み立ての際の取り扱いが困難である。レンズ素子の光学面に形成されている微
細周期構造を破損せずに撮像光学系を組み立てるためには、レンズ素子を保持する際にコ
バを用いなければならない。したがって、自動化や量産性の向上が困難であるという問題
がある。さらに、撮像光学系が備えるレンズ素子のうち、最物体側に位置するレンズ素子
が、物体側に面頂がせり出した形状を有する場合、実使用上、ユーザがレンズ面に触れた
り、汚れを除去する必要性が生じるため、微細周期構造が破壊されたり、磨耗する恐れが
ある。
【０００９】
　本発明は、従来技術における前記課題を解決するためになされたものであり、光学面に
おける反射率が抑制され、かつ取り扱いが容易で量産性に優れた撮像光学系を提供するこ
とを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　前記目的の１つは、以下の撮像光学系により達成される。すなわち本発明は、
少なくとも１つのレンズ素子を備える撮像光学系であって、
入射光が透過する光学面と、
反射防止構造体とを備え、
前記反射防止構造体が、１つ以上の曲率を有する光学面において、該光学面の中心を含む
中心領域には設けられず、該中心領域の周辺に位置する周辺領域の少なくとも一部に設け
られており、
少なくとも前記光学面の前記中心領域の一部に、反射防止機能を有する反射防止多層膜が
形成されており、
前記周辺領域が、光学有効径内にあり、
前記反射防止構造体が、前記入射光中の、反射を防止すべき光の最短波長よりも小さいピ
ッチで、所定の形状を有する構造単位が周期的にアレイ状に配列された構造体であり、
前記周辺領域と前記中心領域との境界が、以下の条件（１）：
　ＲＤ×０．２０＜ＢＲ＜ＲＤ×０．７０　　・・・（１）
（ここで、
ＲＤ：光学面の曲率半径、
ＢＲ：光軸から周辺領域と中心領域との境界までの半径方向の距離
である）
を満足する、撮像光学系
に関する。

                                                                                
【発明の効果】
【００１１】
　本発明によれば、光学面における反射率が充分に抑制され、かつ取り扱いが容易で量産
性に優れた撮像光学系を実現することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１２】
　（実施の形態１）
　図１は、実施の形態１に係る撮像光学系１の構成を示す概略断面図である。図１は、焦
点距離が変動しない広角撮影に適した撮像光学系の例を示しており、撮像光学系１は、鏡
筒６に保持されている。光束５ａ、５ｂ及び５ｃは、撮像光学系１を通過する光束であり
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、光束５ｃは、撮像光学系１の最大画角を通過する光束である。
【００１３】
　図２は、図１に示す撮像光学系１が備えるレンズ素子のうち、最物体側に位置するレン
ズ素子２の拡大図である。図２において、レンズ素子２は、物体側の光学面の中心（中心
付近）を含む中心領域（以下、単に「中心領域」という）の周辺に位置する周辺領域（以
下、単に「周辺領域」という）の少なくとも一部に、反射防止構造体３を有する。
【００１４】
　また、少なくとも光学面の中心領域の一部には、多層膜が形成されていることが好まし
く、該多層膜は、反射防止機能を有する反射防止多層膜であることが特に好ましい。これ
により、光学面の中心領域における入射光中の不要光（レンズ素子２で反射し、ゴースト
及びフレアを形成する光）の反射率を低減させることができ、光量の損失及び画質劣化を
低減させることができる。以下、中心領域に形成される多層膜が反射防止多層膜４である
場合を例に説明する。
【００１５】
　本発明の大きな特徴の１つは、レンズ素子２が、曲率を有する光学面の中心を含む中心
領域ではなく、該中心領域の周辺に位置する周辺領域の少なくとも一部に、特定構造の反
射防止構造体３を有することである。これにより、入射光中の不要光が反射するのを充分
に防止することが可能となる。なお、反射防止構造体３が形成される周辺領域と、反射防
止多層膜４が形成される中心領域との境界の決定方法については後述する。
【００１６】
　反射防止構造体とは、入射光（通常、波長が約４００～８００ｎｍ）中の不要光の波長
の下限値よりも小さいピッチ、すなわち入射光中の反射を防止すべき光の最短波長よりも
小さいピッチで、所定の形状を有する構造単位が周期的にアレイ状に配列された構造体で
ある。このように所定の形状を有する構造単位を周期的にアレイ状に配列させることによ
って、反射を防止すべき光に対して、見かけ上屈折率を連続的に変化させ、空気層との界
面での透過／反射特性の入射角依存性及び波長依存性が少ない反射防止機能面を形成させ
ることができる。
【００１７】
　なお前記ピッチとは、反射防止構造体が、多数の構造単位が二次元的に配列された構造
体である場合には、最も密な配列方向におけるピッチを意味する。
【００１８】
　また反射防止構造体とは、勿論、不要光である反射を防止すべき光の反射を防止するた
めの構造体である。しかしながら、本実施の形態１には、反射を防止すべき光の反射を完
全に防止する態様だけではなく、迷光によるゴースト及びフレアの発生を充分に抑制し得
る程度まで、反射を防止すべき光の反射を低減させる態様も含まれる。
【００１９】
　実施の形態１にて用いることができる反射防止構造体としては、例えば図３Ａの概略拡
大図に示すような、高さＨ１の突出した円錐形状の構造単位が、ピッチＰ１で周期的にア
レイ状に配列された構造体があげられる。
【００２０】
　ピッチＰ１は、反射防止構造体中、一配列方向において実質上略一定であり、反射を防
止すべき光の最短波長よりも小さければよいが、空気層との界面での透過／反射特性の入
射角依存性及び波長依存性をより一層低減させることができるという点から、かかるピッ
チＰ１は反射を防止すべき光の最短波長の１／２以下、さらには１／３以下であることが
好ましい。なお、例えば後述するような反射防止構造体の製造性を考慮すると、かかるピ
ッチＰ１はある程度の大きさ以上であることが望ましく、通常、反射を防止すべき光の最
短波長の１／１０程度以上であることが好ましい。
【００２１】
　本実施の形態１においては、前記のように、反射防止構造体３として、例えば円錐形状
（図３Ａ）の構造単位を有する構造体を用いることができる。この場合、例えば、高さ０
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．１５μｍの構造単位がピッチ０．１５μｍで周期的にアレイ状に配列された反射防止構
造体３を形成することが好ましい。反射防止構造体のピッチは、例えば０．１～１μｍ程
度とすることができ、好ましくは０．１５～０．５μｍ程度である。
【００２２】
　また構造単位の高さＨ１には特に限定がなく、反射防止構造体中、全ての構造単位の高
さＨ１が必ずしも一定でなくてもよいが、かかる高さＨ１が高いほど、入射光中の反射を
防止すべき光（不要光）に対する反射防止機能が向上するという利点がある。したがって
、該構造単位の高さＨ１は、前記ピッチＰ１以上（最小の構造単位の高さがピッチ以上）
、さらにはピッチＰ１の３倍以上（最小の構造単位の高さがピッチの３倍以上）であるこ
とが好ましい。なお、やはり、例えば後述するような反射防止構造体の製造性を考慮する
と、かかる高さＨ１はある程度の大きさ以下であることが望ましく、通常、ピッチＰ１の
５倍程度以下（最大の構造単位の高さがピッチの５倍程度以下）であることが好ましい。
【００２３】
　反射防止構造体３の構造単位は、図３Ａに示す円錐形状の構造単位に限定されるもので
はなく、例えば正六角錐形状、四角錐形状等の角錐形状（図３Ｂ）の構造単位であっても
よい。また、かかる構造単位は、錐状の構造単位に限定されるものでもなく、先端が丸く
なっている釣鐘状（図４Ａ及び図４Ｂ）の構造単位であってもよく、円錐台形状（図５Ａ
）、角錐台形状（図５Ｂ）等の錐台状の構造単位であってもよい。さらに、各構造単位は
厳密な幾何学的な形状でなくてもよく、実質的に、例えば錐状、釣鐘状、錐台状等であれ
ばよい。
【００２４】
　さらに図３Ａ、図３Ｂ、図４Ａ、図４Ｂ、図５Ａ及び図５Ｂでは、反射防止構造体とし
て、突出形状の構造単位を有する構造体を示しているが、実施の形態１においては、この
ような突出形状の構造単位を有する構造体に限定されることはない。例えば、平面に錐状
、釣鐘状、錐台状等の陥没形状の構造単位が、反射を防止すべき光の最短波長よりも小さ
いピッチで周期的にアレイ状に配列された反射防止構造体を用いることも可能である。な
お、反射防止構造体の構造単位が陥没形状である場合、該構造単位の深さは、前記突出形
状の構造単位の高さＨ１と同様に決定すればよい。また突出形状の構造単位と陥没形状の
構造単位とが１つの反射防止構造体中に同時に存在していてもよい。なお、突出形状の構
造単位と陥没形状の構造単位とを同時に有する反射防止構造体の場合、その突出部の高さ
と陥没部の深さとの合計が前記高さＨ１の範囲内であることが好ましい。このように、本
実施の形態１に用いられる反射防止構造体は、不要光である反射を防止すべき光の最短波
長よりも小さいピッチで、各構造単位が周期的にアレイ状に配列され、該不要光の反射を
充分に防止することができるものであれば、その構造単位の形状等は特に限定されるもの
ではない。
【００２５】
　実施の形態１においては、空気層との界面で、不要光である反射を防止すべき光の屈折
率が連続的に変化し、該不要光の反射をより充分に防止することができるという点から、
略錐状の突出形状の構造単位を有する反射防止構造体、略錐状の陥没形状の構造単位を有
する反射防止構造体、及び略錐状の突出形状の構造単位と略錐状の陥没形状の構造単位と
を同時に有する反射防止構造体を用いることが好ましい。なお、略錐状の構造単位の中で
も、略正六角錐状の構造単位は、高充填率で配列され、空気層との界面で、不要光である
反射を防止すべき光の屈折率がさらに連続的に変化し、該不要光の反射をより一層充分に
防止することができるという点から、特に好ましい。
【００２６】
　実施の形態１に用いられるレンズ素子２では、光学面の周辺領域の少なくとも一部に反
射防止構造体３が設けられているが、勿論、周辺領域全体に反射防止構造体３が設けられ
ていてもよい。
【００２７】
　反射防止構造体３が設けられたレンズ素子２の製造方法にも特に限定がないが、一例と



(6) JP 4803836 B2 2011.10.26

10

20

30

40

50

して次の方法があげられる。まず、石英ガラス基板等に電子線描画法等の方法でパターン
を描画した後、ドライエッチング等にて、反射防止構造体３と同一形状となるように精密
加工を行い、高精度のマスター型を形成する。次に、該マスター型を用い、加熱軟化した
ガラス材料をプレス成形してガラス製の反射防止構造体成形用型を作製する。最後に、該
反射防止構造体成形用型を用い、例えば樹脂等の材料をプレス成形に供して、反射防止構
造体３が設けられたレンズ素子２を得ることができる。このような方法を採用した場合に
は、光学面の周辺領域の少なくとも一部に反射防止構造体３が設けられたレンズ素子２を
、安価でかつ大量に製造することができる。
【００２８】
　次に、レンズ素子２において、反射防止構造体３が形成される周辺領域と、反射防止多
層膜４が形成される中心領域との境界の決定方法について説明する。
【００２９】
　レンズ素子２の物体側の光学面は、例えば、曲率半径が５３ｍｍ程度、有効半径が２２
ｍｍ程度であり、有効半径の最外郭で約２４°の傾斜角を有している。また、レンズ素子
２の像側の光学面は、曲率半径が２６ｍｍ程度、有効半径が１８ｍｍ程度であり、有効半
径の最外郭で約４３°の傾斜角を有している。撮像光学系１において、レンズ素子２に入
射する光束のうち、最も像高が高い光束５ｃの最大入射角度が４４°程度と大きいので、
撮像光学系１を保持する鏡筒６をコンパクトに構成するためには、鏡筒径を小さくし、レ
ンズ素子２からの物体側への突出量を少なくしなければならない。
【００３０】
　このように、レンズ素子２の物体側の光学面は、面頂部付近が鏡筒６よりも物体側に突
出している場合があり、光軸付近（面頂部付近）の光学面は傷や汚れが付き易いことがわ
かる。そこで、傷や汚れが付き易い光軸付近の光学面に反射防止効果を付与するには、引
っ掻き強度に優れ、なおかつ汚れを除去し易い構造の反射防止多層膜４が適している。
【００３１】
　一方、光学面の周辺領域では、反射防止多層膜４による反射防止効果は、該反射防止多
層膜４が形成される光学面の傾斜角度や光束の入射角度によって影響を受けるため、光量
損失や画質劣化等の原因となる場合がある。また、光学面の周辺領域では、レンズ素子２
を保持する鏡筒６が物体側に突出していることから、外部からの力による傷等の破壊が比
較的少ないので、該周辺領域には、反射防止多層膜４とは異なり、入射角依存性が低い反
射防止構造体３が適している。
【００３２】
　なお、本明細書において「入射角度」とは、光束のレンズ面への入射角度を意味するも
のであり、本明細書中では、このように単に「入射角度」と表現する。
【００３３】
　レンズ素子に、例えば従来の一般的な反射防止多層膜のみが形成されている場合には、
撮像光学系に入射した光の反射率（反射防止効果）は、入射光の波長に依存する。
【００３４】
　図６は、従来の一般的な反射防止多層膜のみが形成されたレンズ素子についての、入射
光の波長と反射率との関係（反射防止効果の波長依存性）を示すグラフである。図６にお
いて、縦軸は反射率を表し、横軸は入射光の波長（μｍ）を表す。
【００３５】
　なお、ここで用いた反射防止多層膜は三層構造であり、ＢＫ７を基材として、基材側か
ら順にＡｌ2Ｏ3を１／４λ、ＺｒＯ2を１／２λ、ＭｇＦ2を１／４λとした膜で構成され
ている。また、λは５８７ｎｍである。
【００３６】
　図６から、撮像光学系１を設計する際の中心波長として用いている５８７ｎｍ付近にお
ける反射率は抑制されているが、短波長側と長波長側とで反射率が高くなる傾向があるこ
とがわかる。したがって、一般的な反射防止多層膜による反射防止効果は、波長に依存す
ることが明らかである。
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【００３７】
　さらに、反射防止効果は、入射角度によっても変動する。次に、入射光の波長及び入射
角度が反射防止効果へ与える影響について説明する。
【００３８】
　図７、図８及び図９は、従来の一般的な反射防止多層膜のみが形成されたレンズ素子に
ついての、入射角度と反射率との関係（反射防止効果の入射角依存性）を示すグラフであ
る。図７、図８及び図９において、縦軸は反射率を表し、横軸は入射角度（°）を表す。
また、図７に示すグラフは、入射光の波長が５８７ｎｍの場合の結果であり、図８に示す
グラフは、波長が４３５ｎｍの場合の結果であり、図９に示すグラフは、波長が６５６ｎ
ｍの場合の結果である。
【００３９】
　図７のグラフから、入射光が設計の際の中心波長を有する場合であっても、入射角度が
大きくなるにつれて反射率が大きくなることがわかる。図８のグラフから、入射光が短波
長を有する場合には、入射角度が大きくなると反射率が低下することがわかる。また、図
９のグラフから、入射光が長波長を有する場合には、入射角度２０°付近から反射率が増
加し始めることがわかる。
【００４０】
　図７、図８及び図９に示すように、一般的な反射防止多層膜による反射防止効果は、入
射角度に依存しており、該反射防止効果は、入射角度１５～２０°付近を境として、入射
角度が大きくなるにつれて劣化することがわかる。
【００４１】
　以上の結果から、傾斜角度が大きくなることが見込まれる光学面においては、入射角依
存性が少ない反射防止構造体によって反射防止機能を付与することが望ましい。一方、短
波長側の特性を重視し、短波長側の反射率と長波長側の反射率とのバランスが保たれる傾
斜角度、即ち、短波長側の反射率と長波長側の反射率とが略同じになる傾斜角度付近まで
、反射防止構造体を使用することも考えられる。したがって、反射防止構造体と反射防止
多層膜との境界、即ち光学面の周辺領域と中心領域との境界が、以下の条件（１）を満足
するように、光学面に形成する反射防止構造体の領域を決定する。
　ＲＤ×０．２０＜ＢＲ＜ＲＤ×０．７０　　・・・（１）
ここで、
ＲＤ：光学面の曲率半径、
ＢＲ：光軸から周辺領域と中心領域との境界までの半径方向の距離
である。なお、該条件（１）は、曲率を有する光学面に対して成立するものである。

                                                                                
【００４２】
　下限値であるＲＤ×０．２０は、入射角度が約１５°となる値、即ちｓｉｎ１５°を満
足する値である。ＢＲがＲＤ×０．２０を下回る場合には、反射防止多層膜による反射防
止効果が充分得られるにもかかわらず、反射防止構造体を必要以上の領域に形成すること
となるため、レンズ素子を保持するためのスペースを充分に確保することが困難となる。
したがって、取り扱いが困難となり、量産性が低下すると同時に、傷等の不良が生じる恐
れがある。
【００４３】
　一方、上限値であるＲＤ×０．７０は、入射角度が約４５°となる値、即ちｓｉｎ４５
°を満足する値である。ＢＲがＲＤ×０．７０を上回る場合には、長波長側の反射率が飛
躍的に増加し、光量損失や画質劣化の原因となる恐れがある。
【００４４】
　また、反射防止構造体と反射防止多層膜との境界、即ち光学面の周辺領域と中心領域と
の境界は、以下の条件（１ａ）を満足することがさらに好ましい。
　ＲＤ×０．２５＜ＢＲ　　・・・（１ａ）
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ここで、
ＲＤ：光学面の曲率半径、
ＢＲ：光軸から周辺領域と中心領域との境界までの半径方向の距離
である。ＲＤ×０．２５は、入射角度が約１７．５°となる値である。該条件（１ａ）を
満足することにより、レンズ素子を保持するためのスペースを充分に確保しつつ、反射防
止構造体によってさらに高い反射防止効果を得ることができる。
【００４５】
　さらに、以下の条件（１ｂ）を満足するように、反射防止構造体と反射防止多層膜との
境界、即ち光学面の周辺領域と中心領域との境界を決定することが特に好ましい。
　ＲＤ×０．４０＜ＢＲ＜ＲＤ×０．６０　　・・・（１ｂ）
ここで、
ＲＤ：光学面の曲率半径、
ＢＲ：光軸から周辺領域と中心領域との境界までの半径方向の距離
である。
【００４６】
　下限値であるＲＤ×０．４０は、入射角度が約２５°となる値であり、また上限値であ
るＲＤ×０．６０は、入射角度が約４０°となる値である。
【００４７】
　以上のように、本実施の形態１に係る撮像光学系では、レンズ素子の光学面の中心領域
において、反射防止多層膜による反射防止効果が充分に機能し、なおかつ、反射防止多層
膜では効果が変化する、光束の入射角度が大きくなる光学面の周辺領域に反射防止構造体
が形成されている。したがって、実施の形態１に係る撮像光学系では、比較的傷や汚れが
付き易い光学面の光軸付近（面頂部付近）で、このような傷や汚れが低減すると共に、反
射防止多層膜の反射防止機能が低下し易い光学面の周辺領域で、反射率が充分に低減し、
不要光の反射による光量損失及び画質劣化が極めて少なくなる。
【００４８】
　なお、反射防止効果を得るための多層膜は、前記三層構造を有する多層膜に限定される
ものではなく、例えば四層以上の複数の層構造を有する多層膜であってもよく、層構造を
有する多層膜に、例えば保護膜といった、反射防止機能以外の他の機能を有する膜を積層
させた膜であってもよい。さらには、反射防止機能を有する単層膜も用いることができる
。これらの場合も、三層構造を有する多層膜を用いる場合と同様の効果を得ることができ
る。
【００４９】
　また、反射防止多層膜と反射防止構造体との境界は厳密に分離されていなくてもよく、
反射防止多層膜と反射防止構造体とが、互いに部分的に重畳していてもよい。このように
、反射防止多層膜と反射防止構造体との境界が有限の領域を持って重畳していることで、
現実の生産性を勘案しながらも、充分な反射防止効果を得ることができる。
【００５０】
　（実施の形態２）
　実施の形態１では、反射防止多層膜が最物体側に位置するレンズ素子の中心領域に形成
され、周辺領域に反射防止構造体が形成されている。ここで、反射防止多層膜をレンズ素
子の表面全体を覆うように形成し、その上に反射防止構造体を形成することもできる。
【００５１】
　本実施の形態２に係る撮像光学系の基本構成は、実施の形態１に係る撮像光学系と同様
である。したがって、撮像光学系の構成に関しては、図１を援用する。なお、図１におけ
るレンズ素子２は、本実施の形態２において、以下の図１０に示すレンズ素子１２に置き
換える。
【００５２】
　図１０は、実施の形態２に係る撮像光学系が備えるレンズ素子１２の拡大図である。図
１０において、レンズ素子１２の表面全体を覆うように、反射防止多層膜１４が形成され
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ている。レンズ素子１２は、実施の形態１におけるレンズ素子２と同様に、光学面の周辺
領域の少なくとも一部に、反射防止構造体１３を有する。ここで、反射防止多層膜１４が
、レンズ素子１２の光学面の略全表面に形成されている点で、該レンズ素子１２と実施の
形態１に係るレンズ素子２とは相違する。
【００５３】
　なお、図１０に示す反射防止構造体１３は、図１に示す反射防止構造体３に相当する。
また、周辺領域と中心領域との境界の決定方法は、実施の形態１での方法と同様である。
【００５４】
　以上のように、本実施の形態２では、反射防止多層膜がレンズ素子の光学面の略全表面
に形成され、光学面の周辺領域の少なくとも一部には、反射防止構造体が形成されている
。これにより、反射防止多層膜を光学面の中心領域にのみ形成する場合に必要な、該反射
防止多層膜を光学面に形成する際の高い位置決め精度が不要となる。また、実際の多層膜
形成のプロセスにおいて、光学面の中心領域にのみ多層膜を形成する場合に必要な、マス
ク等の特別な治工具が不要となる。さらに、反射防止構造体を形成する際にも、境界に対
して緩い公差で形状を調整することができる。
【００５５】
　（実施の形態３）
　本実施の形態３に係る撮像光学系の基本構成は、実施の形態１に係る撮像光学系と同様
であるが、最物体側に位置するレンズ素子において、その物体側の光学面の周辺領域の少
なくも一部に設けられた反射防止構造体の構成が、実施の形態１における反射防止構造体
の構成と相違する。
【００５６】
　図１１は、実施の形態３に係る撮像光学系が備えるレンズ素子２２の部分拡大断面図で
ある。レンズ素子２２は、図１に示すレンズ素子２に相当し、図１の撮像光学系１におい
て最物体側に位置するレンズ素子である。図１１に示すように、レンズ素子２２を構成す
る、例えば入射光の吸収が可能な材料からなる基材２４の周辺領域の少なくとも一部に、
反射防止構造体２３を有するシート２５が貼付されている。
【００５７】
　シート２５は、例えばアクリル系樹脂等の透明な樹脂材料からなり、その表面の少なく
とも一部に、入射光中の、反射を防止すべき光の最短波長よりも小さいピッチで、所定の
形状を有する構造単位が周期的にアレイ状に配列された反射防止構造体２３が設けられて
いる。シート２５の厚みは、取り扱いが容易で、かつ機械的強度が充分であればよく、好
ましくは１０μｍ以上である。
【００５８】
　反射防止構造体２３を構成する構造単位の高さ及び該構造単位を配列するピッチは、実
施の形態１と同様に決定すればよい。例えば入射光が可視光である場合、シート２５上に
は、例えば図３Ａに示すように、高さ０．１５μｍの円錐形状の構造単位が、０．１５μ
ｍのピッチで周期的にアレイ状に配列された反射防止構造体２３を形成することが好まし
い。該反射防止構造体２３は、可視光の波長領域よりも小さいピッチで、かつ該ピッチ以
上の高さを有する構造単位が周期的にアレイ状に配列された構造体に相当する。
【００５９】
　また、シート２５の屈折率と基材２４の屈折率との差は、０．２以下であることが好ま
しい。これら屈折率の差を０．２以下とすることにより、シート２５と基材２４との界面
で発生する反射率を、問題とならない程度まで充分に抑制することができる。さらには、
シート２５の屈折率と基材２４の屈折率との差は、０．１以下であることが特に好ましい
。これら屈折率の差を０．１以下とすることにより、シート２５と基材２４との界面で発
生する反射率をさらに低減することが可能となり、迷光の発生を効率よく抑制することが
できる。
【００６０】
　反射防止構造体２３を有するシート２５の製造方法には特に限定がないが、一例として
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次の方法があげられる。まず、石英ガラス基板等に電子線描画法等の方法でパターンを描
画した後、ドライエッチング等にて、反射防止構造体２３と同一形状となるように精密加
工を行い、高精度のマスター型を形成する。次に、該マスター型を用い、加熱軟化したガ
ラス材料をプレス成形してガラス製の反射防止構造体成形用型を作製する。最後に、該反
射防止構造体成形用型を用い、例えば前記アクリル系樹脂材料等の樹脂材料をプレス成形
に供して、反射防止構造体２３を有するシート２５を得ることができる。このような方法
を採用した場合には、その表面の少なくとも一部に反射防止構造体２３を有するシート２
５を、安価でかつ大量に製造することができる。
【００６１】
　プレス成形に用いるアクリル系樹脂材料は、取り扱いが容易で、機械的強度が充分であ
るという点から、厚みが約１０μｍ以上（シート２５の厚み＋０．１５μｍ）の材料であ
ることが好ましい。
【００６２】
　以上のように、本実施の形態３では、例えば入射光の吸収が可能な材料からなる基材２
４の表面に、反射防止構造体２３を有するシート２５を貼付することによって、入射光中
の不要光が空気との界面で反射するのを充分に防止することができる。したがって、目的
とする光学面に、安価でかつ簡易に反射防止機能を付与することができる。
【００６３】
　また、実施の形態３では、シートの材料としてアクリル系樹脂を例にあげて説明したが
、該アクリル系樹脂の他にも、例えばポリカーボネート、ポリエチレンテレフタレート等
を用いることもできる。
【００６４】
　また、実施の形態３では、反射防止構造体の構造単位として、例えば円錐形状の構造単
位（図３Ａ）を例にあげて説明したが、実施の形態１と同様に、反射防止構造体の構造単
位は、このような円錐形状の構造単位に限定されるものではなく、例えば正六角錐形状、
四角錐形状等の角錐形状（図３Ｂ）の構造単位であってもよい。また、かかる構造単位は
、錐状の構造単位に限定されるものでもなく、先端が丸くなっている釣鐘状（図４Ａ及び
図４Ｂ）の構造単位であってもよく、円錐台形状（図５Ａ）、角錐台形状（図５Ｂ）等の
錐台状の構造単位であってもよい。さらに、各構造単位は厳密な幾何学的な形状でなくて
もよく、実質的に、例えば錐状、釣鐘状、錐台状等であればよい。また、実施の形態１と
同様に、反射防止構造体の構造単位は突出形状であってもよく、陥没形状であってもよい
。
【００６５】
　実施の形態１～３では、反射防止構造体を有するレンズ素子として、撮像光学系の最物
体側に位置するレンズ素子を例にあげて説明したが、撮像光学系に含まれる他のレンズ素
子が反射防止構造体を有していてもよい。なお、量産性を考慮した場合、レンズ鏡筒内へ
レンズ素子を挿入する際に、レンズ素子のコバのみを保持することは困難であるため、一
般的には、レンズ面を吸着する方法でレンズ素子を保持する。レンズ素子の光学面の中心
領域に反射防止構造体が形成されていると、吸着の際に反射防止構造体の構造単位が破壊
したり、欠落することがある。したがって、撮像光学系に含まれる他のレンズ素子の光学
面に反射防止構造体を形成する場合であっても、光学面の凹凸や曲率半径に関わらず、光
学面の中心領域の周辺に位置する周辺領域に形成する。
【００６６】
　次に、本発明の撮像光学系を以下の実施例に基づいてさらに具体的に説明するが、本発
明はかかる実施例のみに限定されるものではない。
【００６７】
　（実施例）
　本実施例の撮像光学系は、図１に示す実施の形態１に係る撮像光学系に対応する。図１
２は、本実施例において、撮像光学系に含まれるレンズ素子のうち、最物体側に位置する
レンズ素子の物体側の光学面に形成された反射防止構造体を示す概略拡大図である。図１
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２に示す反射防止構造体は、高さ約３００ｎｍの四角錐形状を有する構造単位が、ピッチ
約１００ｎｍで周期的にアレイ状に配置された構造体である。また、反射防止構造体を構
成する基材は、ＢＫ７である。
【００６８】
　図１２に示す反射防止構造体が形成されたレンズ素子へ光が入射した際の、入射角度と
反射率との関係をシミュレーションにより求めた。シミュレーションに用いた手法は、Ｒ
ＣＷＡ法（Ｒｉｇｏｒｏｕｓ　Ｃｏｕｐｌｅｄ　Ｗａｖｅ　Ａｎａｌｙｓｉｓ）である。
なお、該ＲＣＷＡ法は、回折格子での電磁波の振舞いを求める厳密計算方法の一つであり
、次に示す参考文献１及び２に詳細に示されている。
　参考文献１：Ｍ．Ｇ．Ｍｏｈａｒａｍ　ａｎｄ　Ｔ．Ｋ．Ｇａｙｌｏｒｄ；“Ｒｉｇｏ
ｒｏｕｓ　ｃｏｕｐｌｅｄ－ｗａｖｅ　ａｎａｌｙｓｉｓ　ｏｆ　ｐｌａｎａｒ－ｇｒａ
ｔｉｎｇ　ｄｉｆｆｒａｃｔｉｏｎ”，Ｊ．Ｏｐｔ．Ｓｏｃ．Ａｍ．７１（１９８１）８
１１－８１８（エム・ジー・モハラム及びティー・ケイ・ゲイロードによる「リガラス　
カプルドウェーブ　アナリシス　オブ　プラナーグレイティング　ディフラクション」ジ
ャーナル　オブ　ザ　オプティカル　ソサイエティ　オブ　アメリカ　第７１巻（１９８
１年）８１１～８１８頁）
　参考文献２：Ｍ．Ｇ．Ｍｏｈａｒａｍ；“Ｃｏｕｐｌｅｄ－Ｗａｖｅ　Ａｎａｌｙｓｉ
ｓ　ｏｆ　Ｔｗｏ　Ｄｉｍｅｎｓｉｏｎａｌ　Ｄｉｅｌｅｃｔｒｉｃ　Ｇｒａｔｉｎｇｓ
”，ＳＰＩＥ－Ｔｈｅ　Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ　Ｓｏｃｉｅｔｙ　ｆｏｒ　Ｏｐｔ
ｉｃａｌ　Ｅｎｇｉｎｅｅｒｉｎｇ　８８３（１９８８）８－１１（エム・ジー・モハラ
ムによる「カプルドウェーブ　アナリシス　オブ　トゥー　ディメンジョナル　ジエレク
トリック　グレイティングス」エス・ピー・アイ・イー－ジ　インターナショナル　ソサ
イエティ　フォー　オプティカル　エンジニアリング　第８８３巻（１９８８年）８～１
１頁）
【００６９】
　前記シミュレーションは、入射物体として平面状に形成された物体を想定して行った。
角度を振ったシミュレーションは、前記平面状に形成された物体に対して、角度をもって
入射させた。なお該シミュレーションの計算は、反射防止構造体が連続して存在すると仮
定して行っており、反射防止構造体の面積及び構造単位の本数は、無限であると想定され
る。
【００７０】
　シミュレーションにより得られた結果を図１３のグラフに示す。図１３は、波長４００
～８００ｎｍの範囲内において、５０ｎｍ刻みで入射光の波長を変えた際の、各入射光の
入射角度と反射率との関係（反射率特性の入射角依存性）を示すグラフである。図１３に
おいて、縦軸は反射率を表し、横軸は入射角度（°）を表す。
【００７１】
　本実施例に係る、図１２に示す反射防止構造体が形成されたレンズ素子は、図１３に示
すように、入射光の波長が異なっても、入射角度と反射率との関係を示すグラフの形状が
略同じで、波長毎の入射角依存性の差が小さい。これに対して、反射防止多層膜のみが形
成された従来のレンズ素子は、図７～図９に示すように、入射光の波長毎に入射角度と反
射率との関係を示すグラフの形状が大きく異なり、波長毎の入射角依存性の差が大きい。
【００７２】
　次に、図１２に示す反射防止構造体が形成されたレンズ素子へ入射する入射光の波長と
反射率との関係をシミュレーションにより求めた。シミュレーションより得られた結果を
、反射防止多層膜のみが形成された従来のレンズ素子についての結果と共に、図１４のグ
ラフに示す。
【００７３】
　図１４は、本実施例に係るレンズ素子及び従来のレンズ素子についての、入射光の波長
と反射率との関係（反射防止効果の波長依存性）を示すグラフである。図１４において、
縦軸は反射率を表し、横軸は入射光の波長（ｎｍ）を表す。また図１４において、実線は
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本実施例に係るレンズ素子についてのグラフであり、破線は従来のレンズ素子についての
グラフである。なお、従来のレンズ素子についてのグラフは、図６に示すグラフを図１４
のスケールに適合させたものである。
【００７４】
　本実施例に係るレンズ素子は、図１４に示すように、広い波長領域で反射率を低く抑制
することができる。図１４から、反射率が最も高くなる波長８００ｎｍ付近においても、
反射率は０．００６程度に抑制されていることがわかる。これに対して、反射防止多層膜
のみが形成された従来のレンズ素子は、反射率が最も低い波長５００ｎｍ付近及び波長６
５０ｎｍ付近においても、同じ波長付近での本実施例に係るレンズ素子の反射率を上回る
。
【００７５】
　以上のように、本実施例によれば、光学面における反射率が抑制され、かつ取り扱いが
容易で量産性に優れた撮像光学系を提供することができる。
【産業上の利用可能性】
【００７６】
　本発明の撮像光学系は、光学面における反射率が抑制され、かつ取り扱いが容易で量産
性に優れたものであり、例えばデジタルカメラ等の各種撮像装置に好適に使用することが
できる。
【図面の簡単な説明】
【００７７】
【図１】実施の形態１に係る撮像光学系１の構成を示す概略断面図
【図２】図１に示す撮像光学系１が備えるレンズ素子２の拡大図
【図３Ａ】反射防止構造体の一例を示す概略拡大図であり、円錐形状の構造単位を有する
構造体の拡大図
【図３Ｂ】反射防止構造体の一例を示す概略拡大図であり、角錐形状の構造単位を有する
構造体の拡大図
【図４Ａ】反射防止構造体の一例を示す概略拡大図であり、釣鐘状の構造単位を有する構
造体の拡大図
【図４Ｂ】反射防止構造体の一例を示す概略拡大図であり、釣鐘状の構造単位を有する構
造体の拡大図
【図５Ａ】反射防止構造体の一例を示す概略拡大図であり、円錐台形状の構造単位を有す
る構造体の拡大図
【図５Ｂ】反射防止構造体の一例を示す概略拡大図であり、角錐台形状の構造単位を有す
る構造体の拡大図
【図６】従来の一般的な反射防止多層膜のみが形成されたレンズ素子についての、入射光
の波長と反射率との関係を示すグラフ
【図７】従来の一般的な反射防止多層膜のみが形成されたレンズ素子についての、波長５
８７ｎｍの入射光の入射角度と反射率との関係を示すグラフ
【図８】従来の一般的な反射防止多層膜のみが形成されたレンズ素子についての、波長４
３５ｎｍの入射光の入射角度と反射率との関係を示すグラフ
【図９】従来の一般的な反射防止多層膜のみが形成されたレンズ素子についての、波長６
５６ｎｍの入射光の入射角度と反射率との関係を示すグラフ
【図１０】実施の形態２に係る撮像光学系が備えるレンズ素子１２の拡大図
【図１１】実施の形態３に係る撮像光学系が備えるレンズ素子２２の部分拡大断面図
【図１２】シミュレーションに用いた反射防止構造体の形状を示す概略拡大図であり、実
施例中、撮像光学系の最物体側に位置するレンズ素子に形成された反射防止構造体の拡大
図
【図１３】図１２に示す反射防止構造体が形成されたレンズ素子についての、波長４００
～８００ｎｍの入射光の入射角度と反射率との関係を示すグラフ
【図１４】図１２に示す反射防止構造体が形成されたレンズ素子及び従来の一般的な反射
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防止多層膜のみが形成されたレンズ素子についての、入射光の波長と反射率との関係を示
すグラフ
【符号の説明】
【００７８】
１　撮像光学系
２、１２、２２　最物体側に位置するレンズ素子
３、１３、２３　反射防止構造体
４、１４　反射防止多層膜
５ａ、５ｂ、５ｃ　光束
６　鏡筒
２４　基材
２５　シート

【図１】

【図２】

【図３Ａ】
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【図６】
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